
① 医療保険分 ②後期高齢者支援金分 ③ 介護保険分

賦課限度額 54 万円 19 万円 16 万円

所 得 割
加入者全員の

課税総所得金額（※）  × ６．８％

加入者全員の

課税総所得金額（※）  × １．７％

40 ～ 64 歳の加入者の 

課税総所得金額（※）  × １．５％

均 等 割 加入者数 × ２万円 加入者数 × ７，０００円
40 ～ 64 歳の加入者の 

加入者数 × １万２，０００円

平 等 割
一世帯につき

　３万２，７００円
― ―

均
等
割
・
平
等
割
の
軽
減
措
置

　
所
得
に
よ
り
７
割
、
５
割
、
２

割
の
減
額
制
度
が
あ
り
、
所
得
の
状

況
に
よ
り
軽
減
さ
れ
ま
す
。
手
続
き

は
不
要
で
す
が
、
所
得
の
申
告
が
な

い
場
合
は
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

75
歳
以
上
の
人
と

同
居
す
る
人
へ
の
軽
減
措
置

　
75
歳
以
上
の
人
（
65
歳
以
上
で

一
定
の
障
が
い
が
あ
り
広
域
連
合

の
認
定
を
受
け
た
人
）
は
、
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
し
、
新

制
度
の
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

　
そ
れ
に
伴
い
、
国
民
健
康
保
険
に

引
き
続
き
加
入
す
る
同
居
者
の
保
険

税
負
担
が
急
に
増
え
る
こ
と
が
な
い

よ
う
、
軽
減
さ
れ
ま
す
。
手
続
き
は

不
要
で
す
が
、
所
得
の
申
告
が
な
い

場
合
は
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

非
自
発
的
失
業
者
の
軽
減
措
置

■
対
象
　
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
し
、

失
業
等
給
付
を
受
け
る
人
で
す
。

○
特
定
受
給
資
格
者
（
倒
産
・
解

　
雇
な
ど
に
よ
る
離
職
）

○
特
定
理
由
離
職
者
（
雇
い
止
め

　
な
ど
に
よ
る
離
職
）

■
軽
減
額
　
前
年
給
与
所
得
を

１
０
０
分
の
30
と
み
な
し
て
算
定

し
、
保
険
税
を
軽
減
し
ま
す
。

■
軽
減
期
間
　
離
職
の
翌
日
か
ら
、

翌
年
度
末
ま
で
で
す
。
次
の
こ
と

に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

○
雇
用
保
険
の
失
業
等
給
付
を
受

　
け
る
期
間
と
は
異
な
り
ま
す
。

○
国
民
健
康
保
険
加
入
中
は
、
期

　
間
の
途
中
で
就
職
し
て
も
引
き

　
続
き
軽
減
の
対
象
に
な
り
ま
す
が
、

　
会
社
な
ど
の
健
康
保
険
に
加
入

　
す
る
な
ど
し
て
、
国
民
健
康
保

　
険
を
脱
退
す
る
と
終
了
し
ま
す
。

　
国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
る
世
帯
の
世
帯
主
あ
て
に
納
税

通
知
書
を
７
月
14
日
（
金
）
に
発
送
し
ま
す
。
納
税
通
知
書
が
届
き

ま
し
た
ら
、
内
容
を
確
認
の
う
え
納
期
内
納
付
に
ご
協
力
を
お
願
い

し
ま
す
。

※前年中の総所得金額から基礎控除額33万円を差し引いた金額です。

国
民
健
康
保
険
税

　
　
　
納
税
通
知
書
を
発
送
し
ま
す

問
国
保
年
金
課
国
保
税
班
　

（
93
）
４
０
８
４
　

40 ～ 64 歳の人は、 ①医療保険分と②後期高齢者支援金分と③介護保険分の合算です。（賦課限度額は89万円）

39 歳以下、65 歳～ 74 歳の人は、①医療保険分と②後期高齢者等支援分の合算です。（賦課限度額は73万円）

国民健康保険税は、医療保険分、後期高齢者支援金分、介護保険分を

世帯の加入者ごとに計算し、合算した額になります。（賦課限度額が変更になりました。）

■
申
込
み
　
雇
用
保
険
受
給
資
格

者
証
と
印
鑑
を
持
参
し
、
国
保
年
金

課
窓
口
で
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　
世
帯
主
が
特
別
徴
収
（
年
金
天

引
き
）
の
対
象
の
場
合
、
家
族
の

保
険
税
は
、
世
帯
主
が
受
給
す
る

年
金
か
ら
納
め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
た
だ
し
、
次
の
条
件
を
全
て
満

た
し
て
い
な
い
場
合
、
ま
た
は
条

件
を
満
た
し
て
い
て
も
世
帯
主
が

75
歳
に
到
達
す
る
年
度
は
、
納
付

書
ま
た
は
口
座
振
替
で
の
納
付
に

な
り
ま
す
。

○
世
帯
主
が
国
民
健
康
保
険
に
加

　
入
し
て
い
る

○
世
帯
主
が
年
金
（
年
額
18
万
円

　
以
上
）
を
受
給
し
て
い
る

○
世
帯
主
と
国
民
健
康
保
険
に
加

　
入
し
て
い
る
家
族
全
員
が
、
65

　
歳
以
上
74
歳
ま
で
で
あ
る

○
介
護
保
険
料
と
国
民
健
康
保
険

　
税
を
合
算
し
た
と
き
、
年
金
受

　
給
額
の
２
分
の
１
を
超
え
な
い

新
た
に
特
別
徴
収
と
な
る
人
に
は

通
知
書
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
10
月
か
ら
年
金
天
引
き
の
対
象

と
な
る
人
に
は
、
７
月
14
日
（
金
）

に
次
の
書
類
を
納
付
書
に
同
封
し

ま
す
。

○
国
民
健
康
保
険
税
納
税
通
知
書

　
兼
特
別
徴
収
決
定
通
知
書

○
国
民
健
康
保
険
税
納
付
方
法

　
変
更
申
出
書

　
な
お
、
継
続
し
て
特
別
徴
収
と

な
る
人
に
は
、
次
の
通
知
書
を
発

送
し
ま
す
。

○
国
民
健
康
保
険
税
納
税
通
知

　
書
兼
特
別
徴
収
決
定
通
知
書

　
ま
た
、
特
別
徴
収
が
中
止
に
な

る
人
（
年
金
天
引
き
が
止
ま
る
人
）

に
は
、
次
の
通
知
書
を
発
送
し
ま

す
。
こ
の
場
合
は
納
付
書
ま
た
は

口
座
振
替
で
の
納
付
と
な
り
ま
す
。

○
国
民
健
康
保
険
税
納
税
通
知
書

　
兼
特
別
徴
収
中
止
決
定
通
知
書

○
納
付
書（
口
座
の
申
込
み
が
な
い
人
）

　
一
度
申
込
手
続
き
を
す
る
と
、

納
付
に
出
か
け
る
必
要
も
な
く
、

翌
年
以
降
も
自
動
継
続
さ
れ
ま
す
。

　
口
座
振
替
を
利
用
す
る
た
め
に

は
、
事
前
に
申
込
手
続
き
が
必
要

で
す
。

　
口
座
振
替
申
込
書
は
、
納
税
通

知
書
に
同
封
し
て
あ
る
ほ
か
、
市

内
の
金
融
機
関
に
も
備
え
付
け
て

あ
り
ま
す
。
申
込
書
に
必
要
事
項

を
記
入
・
押
印
し
、
納
税
課
ま
た

は
取
扱
金
融
機
関
の
窓
口
に
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

　
職
場
の
健
康
保
険
に
加
入
し
て

い
る
人
や
、
生
活
保
護
を
受
け
て

い
る
人
な
ど
を
除
く
全
て
の
人
は
、

国
民
健
康
保
険
に
加
入
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。
次
の
よ
う
な
と

き
は
届
出
が
必
要
で
す
。

○
会
社
の
健
康
保
険
を
喪
失

　（
扶
養
削
除
）
し
た
と
き

　⇒

加
入

○
会
社
の
健
康
保
険
に
加
入

　（
扶
養
認
定
）
し
た
と
き

　⇒

脱
退

　
な
お
、
国
民
健
康
保
険
税
は
資

格
取
得
月
ま
で
さ
か
の
ぼ
っ
て
課

税
さ
れ
ま
す
の
で
、
必
ず
14
日
以

内
に
届
出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

※
届
出
が
遅
れ
る
と
、
保
険
の
給
付

が
受
け
ら
れ
な
い
と
き
が
あ
り
ま
す
。

6

　現在、使用している国民健康保険

高齢受給者証の有効期限は７月31日

（月）までです。市では、８月１日（火）

から使用できる高齢受給者証を７月下

旬に送付します。

　なお、高齢受給者証が送付された人

（70歳以上の人）は、医療機関などで

受診するときに、「被保険者証」と一

緒に「高齢受給者証」を提示すること

になります。

　詳しくは問い合わせてください。

■対象　70歳以上で国民健康保険に

加入している人

問国保年金課国保班

　 （93）４０８３

70 歳以上の国民健康保険加入者へ

高齢受給者証を発送します

　
経
済
的
な
理
由
で
国
民
年
金
保
険
料
を
納
付
す
る
こ
と
が
困
難
な

と
き
は
、
申
請
す
る
こ
と
で
保
険
料
の
納
付
が
免
除
に
な
る
「
免
除

制
度
」
や
「
納
付
猶
予
制
度
」
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

問
・
申
請
先
　
国
保
年
金
課
高
齢
者
医
療
年
金
班

　

（
93
）
４
０
８
５

国
民
年
金
保
険
料
の
免
除
や
納
付
猶
予
な
ど

■
種
類

①
全
額
免
除
　
②
４
分
の
３
免
除

③
半
額
免
除
　
④
４
分
の
１
免
除

⑤
納
付
猶
予
　
⑥
学
生
納
付
特
例

■
保
険
料
免
除
の
承
認
期
間
　

①
～
⑤
…
７
月
～
翌
年
６
月
ま
で

⑥
…
４
月
～
翌
年
３
月
ま
で

■
対
象

①
～
④
…
「
免
除
申
請
者
本
人
」、

「
申
請
者
の
配
偶
者
」、「
世
帯
主
」

の
そ
れ
ぞ
れ
が
前
年
所
得
な
ど
定

め
ら
れ
た
基
準
に
該
当
す
る
こ
と

が
要
件
に
な
り
ま
す
。

⑤
…
50
歳
未
満
の
人
の
み
適
用

※
平
成
28
年
７
月
か
ら
対
象
年
齢

が
、
30
歳
未
満
か
ら
50
歳
未
満
に

拡
大
さ
れ
ま
し
た
。

　
な
お
、「
免
除
申
請
者
本
人
」「
申

請
者
の
配
偶
者
」
の
そ
れ
ぞ
れ
が

前
年
所
得
な
ど
定
め
ら
れ
た
基
準

に
該
当
す
る
こ
と
が
要
件
に
な
り
ま
す
。

⑥
…
学
生
の
み
適
用

■
申
込
み

　
次
の
物
を
持
参
し
て
、
窓
口
で

手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

○
印
鑑
（
本
人
が
署
名
す
る
と
き

　
は
不
要
）

○
今
年
ま
た
は
昨
年
に
、
失
業
や

事
業
を
廃
止
し
た
人
は
、
雇
用

保
険
受
給
資
格
者
証
や
雇
用

保
険
被
保
険
者
離
職
票
な
ど

の
写
し

○
学
生
は
、
学
生
証
ま
た
は
在
学

　
証
明
書

■
そ
の
他

　
前
年
度
に
全
額
免
除
ま
た
は
納

付
猶
予
の
承
認
が
さ
れ
、
当
年
度

以
降
も
引
き
続
き
希
望
し
た
人
は
、

免
除
申
請
を
行
わ
な
く
て
も
継
続

し
て
審
査
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

　
な
お
、
そ
れ
以
外
の
人
は
申
請

が
必
要
に
な
り
ま
す
。

納
付
が
困
難
な
人
へ
の
お
知
ら
せ

国
民
健
康
保
険
税
の

軽
減
措
置

加
入
・
脱
退
の

届
出
は
14
日
以
内
に

納
め
忘
れ
の
な
い

便
利
な
口
座
振
替
を

特
別
徴
収
（
年
金
天

引
き
）
に
な
る
人


